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TPP協定（Trans-Pacific Partnership、環太平洋パートナーシップ協定）は、アジア太
平洋地域における経済の自由化を目的とする条約であり、本年 2 月 5 日に署名され、日本
国内では、本年 3月 7日に TPP関連法案の閣議決定に至っている。 

TPP 協定には、知的財産制度に関する章が含まれている。例えば、TPP 協定において、
特許期間延長制度が義務化されており、このため、日本では、現在の特許期間延長制度（医

薬品特許に対する５年延長）に加えて、特許審査の遅れに対応した延長制度が導入される。

今後は、医薬品特許のライフサイクルの拡充が期待されている。 
また、TPP 協定には、医薬品データの保護期間（再審査制度）や特許リンケージ（特許

審査と薬事審査の連携）についても規定されている。今後、後発医薬品の開発への影響が

懸念される。 
さらに、TPP 協定において、特許の保護対象が拡充され、医薬品分野にとって重要な用

途発明や植物に由来する発明についても保護が義務化されている。今後は、TPP 域内に向
けて、医薬品分野の特許出願や特許の活用が促進されることが期待される。 
このほか、TPP 協定には、発明の公表から特許出願までの猶予期間（新規性喪失の例外

期間）を 12か月とすることが規定されている。このため、日本では、現在、6か月の猶予
期間が 12か月に延長される。学術発表（学会・論文）が積極的な医薬品分野にとって朗報
である。 
本発表では、以上のような観点から、TPP 協定が医薬品分野に与える影響について考察

する。 
昨年 12月、大村智先生（北里大学特別栄誉教授）がノーベル賞を受賞された。大村先生

は、特許制度を積極的に活用し、特許料収入を次の研究開発に向けることで、医薬研究を

推進された。今後とも、特許制度の有効活用が推進され、日本の医薬研究がますます発展

していくことに期待したい。 


